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２００６年、明けましておめでとうございます。

　昨年は、郵政民営化法案の参議院否決を受けて突然の9・11総選挙が行われ、自民党が圧勝するという歴史的な年となりました。総選挙以後、憲法改悪、増税計画、医療・福祉改悪、地方の切り捨て・・・・と、小泉構造改革の危険な動きがますます勢いを増す中で新年を迎えました。今年は、小泉強権政治に抗して、憲法９条を守る運動、国民の命とくらしを守り、地方自治の自律と発展をめざす運動など、国民の運動も歴史的な盛り上がりを見せる年にするべく、厳しい冬の中で取組みがはじまっていることと思います。

　この間、長野県地域住民大学はこのような状況の中で私たちが学び実践する課題は何か、そしてその方法について、さらにはその背景としての思想（基本的な考え方）について学習交流を進めて来ました。さらに、このような小泉構造改革の政治に対して独自の改革を進める長野県政の問題を特別に重要な課題として取り上げてきました。
●小泉構造改革に抗して
　国民の暮らしが確実に苦しくなっており、凶悪犯罪や、大規模災害、環境破壊が発生し、年間３万人以上が自殺する現実に不安と不信が広がっています。それにもかかわらず、小泉構造改革は何かを改革してくれるのではないかという幻想や期待により小泉内閣の支持率は依然高く、そしてポスト小泉への関心へとつながっている現実。実際は政治の被害者である国民が小泉政治を支持する現実はかなり深刻です。「国民はバカだ、落ちる所まで落ちないとわからない」という意見もありますが、そう言って
しまうことは国民をそのような状況にさせている相手の思うツボ。この現実をリアルに見るとともにどうしたらこれを変えることができるか、決してあきらめずそれぞれの活動の分野で追求する事が重要になっています。
●憲法９条を守る
　同様な問題意識は憲法９条を守る運動も当てはまります。各地に９条の会がつくられ、新しい運動スタイルも生まれています。しかし国民の過半数を結集するような規模の運動をめざすには、まだ考えなければならない課題があります。政治的な立場や経過を超えて幅広い統一を実現するにはどうしたらよいか。誰もが戦争は反対で、特に戦争を経験した人たちは今の状況に大きな不安を感じています。この人達が参加できるような運動はどうしたらつくれるのか。生活苦と生きがい喪失に悩む多くの若者を、９条改悪や徴兵制に組み込んでいくことが改憲勢力のねらいでもあり、小泉構造改革反対の運動と憲法９条を守る運動をどのようにつなげていくのかも重要な課題です。
●長野県で県民主体の改革を進める
　いよいよ今年は長野県知事選挙の年です。今長野県で進められている改革は、小泉構造改革に抗して地方からこの国を変えていくひとつの可能性を示しています。また田中知事は平和憲法と戦争反対に対しては不動の立場を貫いています。地域住民大学は、住民運動、学習運動の立場から県政改革の検討をしてきました。昨年春「県民の立場から県政改革の今を考えるネットワーク」に参加し、学習フォーラムを開いてきました。この学習を通じて、脱ダム、廃棄物問題、子育て・教育、福祉・医療、住民自治など、県民が主体的に取組む運動が県政を動かしてきた側面に、展望と確信を持つことができました。これらの成果をさらに積み上げ、知事選挙には政策や実践の方法論として生かしていきたいと思います。２００６年長野県知事選挙は日本の将来を方向づけると言っても過言でない重要な選挙になると思います。
●地域住民大学の再生を

　小泉構造改革、憲法９条、県知事選挙、この３つの問題を関連させつつ学習や実践に取組み、地域住民大学の発展をめざしたいと思います。この間、地域住民大学は、政治的に力が弱い、活動は自己満足的だというような意見も聞かれました。それは、集会への参加者の少なさなどうなずける面もあります。しかし、私たちは、量的な問題とともに質的な問題、学習の深まり、理論の進化、そして各会員のそれぞれの実践分野でのさまざまな活動・研究成果などが、必ず地域住民大学の活動の広がりにつながると思っています。また、地域住民大学がこれまで追求してきたテーマである「対決の中の創造」「ネットワークの要としてのあり方」「息の長い学習運動論」などは今日の状況の中でますます重要なテーマとなっており、地域住民大学の役割も重要になっていると思います。そういう意味では、今の状況にもめげず、あきらめず、本年も活動を続けていきたいと思います。みなさんの積極的な参加と協力、助言をお願いします。

昨年11月に開かれた第28回長野県地域住民大学（於・別所温泉）について、2日目の分科会の報告を載せます。資料など必要な方は事務局にお問合せください。
　第２８回　長野県地域住民大学
　
●第１分科会「高校改革プランを考える」（１１／２７午前）　　
　　　　　　　　　　（　司会：寺島　彰、話題提供者：渡部一也、参加者：１２名　）
１．話題提供の要旨 
　　
「地域から学校教育を見つめる－高校改革プランをめぐって－」　　　渡部一也
１）目下「田中県政」下で主として、高校生の急減（Ｈ２を基準にすると、H17（64％）Ｈ21（55％））に見合う高校の「統廃合計画」として提起されている内容が、真に「高校改革」の名に値するかどうか？「財政対策」と「教育問題」とが抱き合わせにして提出されているが、双方を正しく位置づけて見る必要がある。
２）今、教育に関心を寄せる人々の懸念はどこにあるか。
①子どもたちの成長・発達上の問題・矛盾が、政治・社会・文化の様々な条件のもとで、端的に表出されていること。例えば、仲間の生活や心情についての想像力の衰弱、生命についての希薄な感覚、いじめ、引きこもり、学力低下など。
②特に、科学・技術・医療・教育・行政・政治などを担う「指導者」の視野の狭さ、力量不足、国民的要求に対する鈍感、倫理観の欠如などが目立つ現実。この人々をエリート校、進学校といわれる学校が輩出している場合が多いと思われる。これも、正しく「教育改革」の課題である。
③労働・生産の現場などの長時間労働・過酷な条件、正規職員の削減、リストラ等職場で働く人々の労働条件の低下、それと裏腹の子育て環境の悪化（→少子化）、地域での地場産業の衰退、自然環境の破壊、人間関係の稀薄化など、職場・地域の両面にわたる教育力の低下。
④「官から民へ」のキャンペーンに象徴される、本来の「公共性」の後退、教育分野での商品化傾向、「勝ち組・負け組」の深刻な差別の進行とその父母・住民の意識への投影（→平等・権利を求めるよりも「塾通い」に子どもを押し立て、競争に勝つように励まそうとする傾向→親同士も連帯しにくい）
⑤子どもの成長・発達・学力などへの、上述のような傾向の強まりに対して、学校外でも父母・市民・住民の側で様々な模索が続いており、「田中県政」によるそれを励まそうとする施策は重要である。例えば、「子どもサポート」事業の全県的な展開による「不登校」「引きこもり」の人々への取り組み等。
　　　しかし、これらの取り組みに対して、学校の無理解、教職員側の視野の狭さが害になる場合も多くみられる。どうしても今必要なのは、各分野の人々が狭な枠を打破して、もっと高い視野から共同の輪を拡げることではないか。
　　教職員は、住民・父母の要求に学び、どういう方向・方針が求められているか共に考えることを通じて指導性を練る必要がある。
３）「高校改革プラン」の提起をめぐって
　  上記のような視点から見ると、生徒減に見合う「統廃合」がはじめにありきでなく今、父母、住民、子どもたちの立場から、どんな学校・教育が求められているかという基本的論議が一方で不可欠である。直接には、すでに他県で展開されている「多部制・単位制高校」「総合学科」などの「新しいタイプ」の学校がどのように機能しているかを公正に見て、長野で今までに取り組まれてきた「学校づくり」の内容・到達点などとつき合わせつつ、検討してみることが必要である。今回「新しいタイプの学校」が長野で積み重ねられてきた到達内容と無関係にストレートに持ち込まれようとしていることには大変な問題がある。また、財政削減計画との抱き合わせという形では、各学校の立地してきた様々な条件を捨象しての「統廃合」ということに目的が絞られがちとなり、子どもの育つ環境としての学校の質を問う論議を本格的に行うことにつながらないであろう。少なくとも「改革」という以上、当面学校の内容(質)と財政論議とは仕分けつつ進めることが大切であろう。また、長野の教育を真剣に考えようとしている人々の十分な参加と、積極的な提言を保障すべきである。その点では、教職員・父母・住民の共同と参加が今こそ求められていると思う。
２．討議 
１）高教組本部より３名（倉科氏他）の参加があり、直接運動の渦中にある立場から発言があった。
①「県立高校の発展と存続を願う会」（２００５．２／６～）、前身の「地域高校の発展と存続を願う会」を引きついで発足、高教組が事務局として世話人をつとめ、県教委、県議会等への働きかけが続いている。各地域の思惑も絡んでいるが、大原則（教育の住民自治）についての合意は生きている。
②「充分な時間をかけて多くの関係者の意見を聞き、拙速に結論を出さない」という方向を主張している。
③こちらの要請で作られた「４通学区」の推進委員会に教職員の代表を派遣、論議に参加。「第３通学区」（南信）の推進員会では諏訪地区で２校の統合案が浮上するなど「数合わせ」「押し付け合い」の傾向も出ている。
④県民的な論議を起こす上で、教職員のイニシアティブが求められている。しかし、　　　この点での力量不足は否めない。
 ２）「信州の教育と自治研究所」（乾氏）より「地域と地域高校に関する調査と提言」にもとづく発言があった。
これは、白馬・犀狭・中条の３高校、特に犀狭・中条の２校について詳しくコメントがあり、「地域づくりと高校づくりは一体の課題」という提起を基本とするものであった。それぞれの地元、信州新町・中条村に住む人々へのつぶさな聞き取り調査にもとづいて、歴史的・地理的にも住民が作ってきた学校がいかに地域の将来にとって重要な意味をもっているか、作為的な「統廃合」になじまいないかを明らかにしたものであった。そして、それは他の地域の高校論議にも通じるものがあること。
３）分科会参加者より
①学校や教職員が地域の父母・住民と結びつき、例えば、農業について知らないことは率直に学び、学校教育（「総合」の授業など）との結合を図ることが大切である。この視点で、地域の父母は適切な筋道さえつけば、いつでも大手を拡げて待っているものである。
②今の教職員に自ら学ぼうとする情熱が薄れており、「進学体制」のもとで培われた　　　知識の切り売り終始してしまう傾向はないだろうか。
③「高校統廃合計画」「高校改革」といわれても、未だぴんとこない父母・住民が圧倒的に多いのが現状である。これは、「改革」の提唱以前という感がある中で、確かに「時間をかけ」「わかりやすく」（少なくても生徒減が急激に進まない（横ばい）段階では）県民の参加が本格的に生まれるように運動を進めることがよいのではないか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等々。
３．話題提供者としてのまとめ（意見）
１）「田中県政」が住民の取り組みを励まそうとする施策を打ち出し、それなりに評価　　　でき、期待が寄せられる側面が、少なくとも財政・福祉・自然保護・環境問題・農林業などでは際立って存在している。教育についても、地域で取り組まれている「子どもサポート」については積極面として位置づけられるだろう。
２）しかし今回の「高校再編」に関しては、教職員・父母の真剣な関心を呼び覚まし、人々の積極的な参加を促すという以前に「田中憎し」の議会の中の諸勢力を元気づけ、共同すべき人々にとまどいと混乱を招いている。なぜこうなるのか、田中県政をとりまく条件とともに、田中氏自身の考え方、進め方をも検討してみる必要がある。　
３）私たちにとって「改革」の原動力は、住民の民主主義的志向、行動力、道理ある見識である。「田中県政」が住民にとって活用できるかが問題である。その意味で、高校再編についても、誰かが秀れた見解を出せば片が付くというものではない。住民の道理ある運動に育てなくてはならないのである。
· 第２分科会「福祉・医療の現場から構造改革の問題を考える」

　　　　　　　　　　　　　　（司会；近藤泉、報告者；藤井健、参加者；10人）
司会：医療が今どのようになって行こうとしているのか分りにくくなっていると思われるが、人が生きていくのが難しくなってきている時代で、特に高齢者・障害者や低所得者という弱者は生きていけないという世の中に動き始めている。私たちはそうした実態を知らなければいけない。知った上でどういうことを考えていかなければいけないのか。小諸厚生総合病院の藤井先生から報告をしていただき、参加者で話し合いを進めていきたい。

報告：　藤井　健さん（小諸厚生連病院医療ソーシャルワーカー）
　　　はじめに　　　

小諸厚生連病院で医療ソーシャルワーカーとして医療相談をしている。私自身病院関係や労働組合しかネットワークがないので、こういう所で話させてもらうのはありがたいと思っている。

医療や福祉は大きく３つの制度改革が進められている。介護保険、健康保険、そして障害者に関するものともう１つ付け加えると生活保護の切り下げもある。

　１．介護保険制度について

社会福祉の政策転換はもともと社会保険が始まるときからあった。福祉見直し論や高齢者危機論が1970年代後半に出てきて、このまま行けば年寄りばかりで世の中が崩壊するというまことに失礼な論調が政策的に進められてきた。中曽根内閣時の第２次臨調行革で医療費の増大を抑えるという改革（病院から人をどうやって出すか）が進められた。その受け皿として福祉改革が出てきて、社会保障や福祉の理念を根本的に見直して社会福祉政策の転換を進めようしてきた。
実際は介護が家庭で行なわれており、介護の必要なお年寄りが増えてきていた。その頃の介護の受け皿はほとんどなく、町や村の用意したデイサービスやヘルパーがあり、入浴サービスもせいぜい月１回であった。嫁さんへの負担が大きくなり、介護への負担や老後への不安が高まった。国もそれに着目してそれを利用して、介護の受け皿を作るゴールドプランとか言われた。財源が問題になると、国際貢献と言って軍事関係には金を出すが、介護では国民皆で助け合おうと介護保険が最初は「公的介護保険」と言われて導入された。
介護保険が始まって５年経ち、当初の利用者は149万人だったが、今年の1月では336万人と増え、225％の増加だ。潜在化し抑制されていた需要が民間業者の営業等で表面化してきたこと、住民の福祉観も変容して制度を使えることが分ってきたことが影響している。現在特別養護老人ホームの待機者が非常に増えた。
最初から言われていたことだが、所得の低い人・一人暮らしの高齢者など最も介護を必要とする方たちが、金を払えないために受けられない。また、すべてが契約で行なわれるので、契約ができる能力や経済力・文化的なレベルが求められる。５年経って介護の不安が解消されたかというと、むしろ不安を持つ人は1993年で大方50％だったものが、介護保険導入後70％に増えている。そのための対処としては介護準備のための貯蓄が34％で第1位、続いて民間の保険加入。
在宅サービスでも介護度が高いほど家族の負担は増えている。介護保険でサービスを使っていいと言われても家族の負担は変わらない。国の政策が医療費の負担を増やし生活そのものへ不安をあおる政策なので、介護だけでなく生活そのものや将来・老後への不安は高まっている。介護の選択肢が広がると言うが、実際は金がなければサービスは受けられないので、費用の安い在宅介護の希望が多いのが情けない現実である。選択の自由と自己決定を享受できるのは、保険料や利用料やそれ以外の負担ができる一定の所得層以上の者に限られる。また、ケアマネージャーは自分の事業所を使うプランニングを行い抱え込むという実情もある。
介護保険の財源だが半分が保険料、4分の1が国、８分の１が県、残りの８分の１が市町村となっていて、サービスを増やしていくと必要な財源が大きくなり、その半分は皆で持ってとなり保険料の値上げに直結する。介護保険はサービスを自動的に抑制する構造を持っている。第１号被保険者（65歳以上）の第１期（2000～03年）で保険料の平均は年額35,000円でしたが、第2期には4万円になっていて、保険者(市町村)の８割は保険料を値上げしている。三井生命の調査でも65歳以上高齢者で保険料負担が重いと感じている人が70％と出ている。

介護現場の惨憺たる現状だが、市場原理のもとにおかれて効率と利潤を求めざるを得ない。社会福祉協議会も苦しい。自治体のヒモつきでなく独立採算となると、賃金を下げるとか臨時やパートにしていくのでサービスの質が下がっていく。中央社保協の調査でヘルパー８割が非正規職員で占められている。その７割が月収10万円以下、３～４万円が多く社会保険に未加入だが、人々の生活を明日につなげるやりがいと誇りをよりどころに働いている。こんどの介護保険の改正で、「持続時可能な制度の構築」などと言われるが結局は国の税制負担を極力抑制するということで、施設利用者の居住費・食費の負担や今までの要支援１、２が介護給付から除外され新予防給付・介護予防や新地域密着予防などとされるようになる。

社会保障の総合化とか統合化とか呼ばれるが、医療・介護・年金の社会保障制度間の調整とは、それぞれ別個の財源であったが、一人にかける社会保障の財源の総枠を決めて調整していこうという危険なものである。来年４月から制度「改正」されて、介護予防型システムへ、施設給付の見直し(今年10月から前倒し実施)、新たなサービス体系の確立・質の向上・負担のあり方、被保険者・受給者の範囲の見直し（いずれ障害者も取り込む、保険料負担も０歳から）など。10月から施設の利用料から増えた。食費と居住費が保険給付から外されそれぞれ基準額が提示されて、食費は1日1380円、居住費は部屋に応じて320円から1970円位を目安にして、それぞれの施設で決めて契約している。都会ではもっと高いだろうし、払えなければ出て行ってくれとなる。重層的な低所得者対策をとっても、実に制限は厳しく大方負担せざるを得ない状況である。

そもそも介護保険導入自体が財源論でしかなかったことを根本的に見つめなおす必要がある。使えなくなれば「保険あって介護なし」という言葉が現実になっている。基本的人権の侵害で、どんな人だって安心して健康で文化的な生活をする権利があるが、国はそれを保障するわけではない。金がなければ使えない。福祉を市場化したことに問題があった。

　　２．医療保険制度について

厚生労働省が10月19日に「医療制度構造改革試案」を出し、65歳以上医療負担を２割から３割に増やし、75歳以上に別個の高齢者医療保険制度を作ろうという。自分たちで医療を受ければ受けるほど保険料が増えていくという怖い制度を考えている。自己抑制が働く。「治らん病気に金かけてどうするんだ」などと言う大臣もいた。高額療養費の限度引き上げ、長期入院高齢者から食費・居住費負担導入を考えている。高齢者医療保険制度で試算すると年間保険料7万円月６千円で、介護保険料４千円と合わせると、月に１万円の負担となる。厚生労働大臣は「高齢者は社会的弱者ではない。応分の負担でしょう」答弁している。高齢者の40％は生活保護以下の基準である。数％がすごい金持ちで、平均すると高齢者の実態が出てこない。療養病床の人の負担を、介護施設利用者との「公平性」から求めると説明している。
国民皆保険制度が崩壊すると医師会も反対しているが、情勢的には難しい。財政等諮問委員会でも医療費を抑えろとの財界の意向が強く出てきている。財界が、社会保障制度の改悪に大きく踏み込んできている。財界と財務省の意向が強く、厚生労働省との間で、国民不在の論議を進めている。

　３．障害者自立支援法について

障害関係者の反対を押し切って「障害者自立支援法」が成立した。身体障害・精神障害・知的障害を一元化して、サービスに対して1割負担を応能負担から応益負担に変えてきた。介護保険制度にならって障害の程度を認定させるが、モデルでみたら50％の誤差がでた。現在はヘルパー及び通所利用で95％は負担０だが、試算ではホームヘルパーで4倍、施設で19倍の負担増になると言われている。授産施設や共同作業所を通うにも利用料として１割負担（29,200円）が求められてくる。給料が約7,300円で、それをもらうのに３倍の利用料を負担しなければならない。社会参加もできなくなる。障害者は障害年金で暮らしているが、年金額を上回るような施設利用料や食費・水光熱費の負担を求められるようになる。個別減免制度も複雑である。医療費も１割別にかかるわけで大変である。精神医療の方々が１割負担になるととても通院できなくなり、病状悪化を招きかねない。今回の法律は３年後の介護保険法の見直しにそれとの統合をにらんで、応能負担から応益負担へ転換しておくことがポイントである。

「福祉は買うものだ。それが新しい福祉の考え方だ。」と厚労省の中村社会援護局長が発言し大問題になり撤回はしたが、これが国の本質である。介護保険・健康保険・障害者福祉を含めて憲法第25条の生存権が、軽視や蔑視どころか無視され、社会保障制度自体が崩壊させられてようとする非常に危機的な状況である。すべての人々が皆で安心して暮らせる社会をつくるために、何か行動をする種まき人である必要があるのではないか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（文責：米山）

· 討論では、自治体の議員や元議員もいたので、住民の暮らしと毎日直接向かい合っているなかで切実な問題だと話された。この危機的な展開に、役場の職員も危機感を募らせている人もいる。しかしこの「改革」の中身と実態が、議員や職員ですらよく分からないような現状があり、各地でもっと学びもっと広く知らせていく必要性が話された。また、自治体の職員もまきこんで、どういうことがやれるのか、どうすれば命を守っていけるのか考えていかなければならないということも出された。
一日目の全体会で話された、9条の会の活動、高校改革と地域、合併された地域のこれから、などについては今回のニュースでは載せられませんでした。（事務局）

	


《南信州から、次のような呼びかけがきています。》
（仮称）南信州地域住民大学をやろう！
２００６年が幕開け、今年はどういう年になるだろうかとの思いを巡らす新年の始まりです。小泉政権は昨年９月の総選挙で「改革を止めるな」と訴え「みごとな大勝利」を得て、これまでの「構造改革路線」をより強力に進めようとしています。アメリカ言いなりで軍事費には手をつけずに、財政危機に便乗して持たざる勤労庶民から少しでも負担をせしめて行こうとする極めて国民に冷たい「構造改革」の本質がいよいよ鮮明になってきています。昨年結党５０周年を迎えた自由民主党は、具体的に条文化した憲法改定案を示しました。これまた、アメリカの要請に応える自衛隊の認知と海外出動の是認とそのための国家権力による国民の自由と権利の制限を明文化したものでした。１月６日の読売新聞の社説では、中国の台頭や北朝鮮の脅威を煽って憲法改正は当たり前として、そのための「国民投票法案」の制定を急げと捲し立てています。

このままの流れに任せていていいのだろうかとの素朴な不安と疑問を感じざるを得ない気がします。今年は日本国憲法交付６０周年の年です。戦後世界の出発において、日本が国民と世界に表明した平和主義の国是を今一度原点に帰って、その時の思いを再確認する必要があるのではないかと思います。そのための１つに各地で結成され活動が展開されている『９条の会』への参加が考えられます。身近な地域で、平和と憲法を考え暮らしを見つめ、自分たちの生活と安心をどのような秩序の中で保障していくのかを考えてみてはどうでしょうか。

国際連合改革にかこつけて安全保障委員会の常任理事国入りをめざす日本政府の姿勢に、戦争責任が問われる靖国問題の浮上もあって、近隣の中国や韓国から強い拒否反応が明らかにされた。「国に命を捧げた戦死者」を哀悼するために靖国神社に参拝することがどうしていけないのかわからない」と小泉首相が言われるが、そうであるなら歴史から学べばいいではないか。「なぜ戦争が起きたか。どんな加害や被害があったのか。その結果どうしようと日本国民は決めたのか。」もう一度初心に帰って考えてみることが、総理大臣だけでなく私たち国民の一人一人にとって今求められているのではないでしょうか。

「平成の大合併」は、それぞれに地域のあり方と地方自治の原則について考えさせられました。そして、地域経済のあり方や福祉・医療・教育、環境問題など地域生活に関わる様々な課題や問題に自治体行政としてまた住民としてどう取り組まれる必要があるのかつぶさに考えられる大小公民様々な場が求められてきていると思います。

　1960年代の信濃生産大学以来の流れをもつ長野県地域住民大学について、かつての学長・故渡辺義晴氏は次のような入会のよびかけをされています。『本当の豊かさとはなにか。地域住民はこの問題をいまや真剣に問うている、と思われます。古里の自然を乱暴な開発から守る運動をはじめ、政治、経済、医療、福祉、教育、文化などあらゆる分野の社会改良の事業で、地域住民の役割がしだいに大きくなりつつあるようにみえます。しかし、学習なしでは、批判的自立的な地域住民はできないでしょう。といっても、専門家の本を読み、講義をきくだけが学習ではないとおもいます。実践（経験）なしでは学習は空虚だといえるかも知れません。私たちは、あれこれの住民運動相互の問題提起、解決法の教え合い、専門家を含む仲間同志の対等な自由討論を通して、「真理」を探求し、その中で友情ある共同体をつくれば、どんなにたのしいかとおもいます。』
豊かな地域生活を築くには、そこにいる人々が自主的主体的に様々な問題に取り組む中で、生きた知性と教養を培う共同学習の場が大切です。長野県地域住民大学は、毎年１１月末に県内を回りながら大学集会を開催して、昨年までに２８回積み重ねてきました。その時々のいろいろな課題が大学集会のテーマにされ、専門家の講義や参加者の報告や話し合いで深められ、それぞれの地域での取り組みに大いに刺激と励みを得られる場として継続してきました。年一回の県全体の集会だけでなく、県下各地でも取り組もうという声は以前からありました。大学集会自身も３０年以上に及ぶ変遷・浮沈を経て性格も変わってきているのかもしれませんが、参加して地域へ帰って頑張ろうという新たな思いにさせられる場としての性格は変わらないものがあるようにも思われます。

こんな思いから、仮称・南信州地域住民大学を発足させたいと思い、幾分前置きが長くなりましたが住民大学に参加されたことのある方々を中心に、ぜひ参加して欲しいとご期待申し上げたい皆様へのご案内をさせていただきました。とりあえずの打ち

あわせを、下記のように開きますので、ご参集くだされば幸いです。（文責　米山）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	　　　　　　　　　　　　　記

日時：2006年１月２９日（日）午後２時～　

場所：伊那市通り町島田ﾋﾞﾙ地下　市民ひろば

お問合せ先：米山義盛（T/F0265-37-2183・090.8179.3299）

渡部一也（T/F0265-78-1263）



お知らせ
○第4回県政フォーラム　

県民の求める福祉・医療の現状と長野県政
　１月２８日（土）午後一時半～5時

　    松本市　勤労者福祉センター（0263－35－6286）

パネラー　松丸道男（ワークハウスちきりの家所長）

　　　　　      岡田清平（ケアハウスかみさと所長）

　　　　　      馬場高志（宅老所　梨の木所長）

　　　　　      湯浅健夫（長野県民医連事務局長）
コーディネーター　長純一（佐久総合病院地域診療所科・地域ケア科長）

主催  　県民の立場から県政改革の今を考えるネットワーク

　  連絡先　380-0936長野市中御所岡田７８　信州の教育と自治研究所

（026-226-6313　留守電のみ）専用ファックス；026-227-1783

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同封チラシを参照、活用ください

○松川町子育て・教育懇談会
　　１月２１日（土）午後7時～9時

　　    松川町中央公民館　中会議室

　　    話題提供　　北林　正さん（元中学教師・元松川町青少年健全育成協議会長）

　　 主催　  松川町子育て・教育懇談会実行委員会
　　 連絡先　中平章（郷原0265-36-4350）　竹内恵美子（福与36-4557）

　　　　　　 米山義盛（清上37-2183）

　 ○「自治・自立のための信州地域づくりフォーラム」（プレ集会）　　　
　　  ２月２６日（日）午後１時３０分～午後５時

　　     松本市　長野県松本文化会館・第2会議室

　　  報告予定内容（要請中）

（1）  自立自治体の計画・状況（自治体当局）原村、泰阜村、栄村

（2） 自立自治体の計画・状況（住民団体）喬木村、宮田村

（３） 合併された地域　　　長野市大岡、佐久市望月・臼田

　　（４） 県との共同、広域行政（自治体当局）

（５） 長野県、西部地域ふるさと振興局（阿智村）

（６） 地域審議会、地域自治組織（自治体当局）木曽町
　
連絡先　信州の教育と自治研究所（026-226-6313　留守電のみ）
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